
●安全保障関連法案の廃案を求める請願

●白馬村個人情報保護条例の制定について

【津滝俊幸議員】
　「安全保障関連法案」は、専守防衛に徹した国のあり方
を変える法案でありますが、内容は複雑難解であり、国
民的な理解や安全保障に対する議論が深まったとは思え
ません。十分な国民的議論を尽くすことが重要であり、
白馬村議会は、一貫して慎重な審議を行うよう関係大臣
等へ意見書を提出してきました。その姿勢を貫き、法案
を廃案にせよという趣旨は、今までの白馬村議会の姿勢
とは反するものであり、原案について反対を致します。

【加藤亮輔議員】
　マイナンバー制度は、番号で、特定個人を識別し管理
する制度である。新聞での、全国の市区町村のアンケー
ト結果は60％の自治体が、安全対策に不安を感じると
答えている。年金情報の漏えい事件を始め、完全なシス
テム管理はできないと同時に、プライバシー、基本的人
権や民主主義の観点からも危険で問題の多い制度である。
この条例制定は、マイナンバー制度運用のために制定す
るものであり、反対。

【伊藤まゆみ議員】
　安保法制の違憲性を指摘した長谷部教授は、憲法違
反というだけではなく必要性も合理性も全くないと述
べている。武力で平和が守れるのなら世界はとっくに
平和だ。安保法案のみならず原発、TPP、沖縄問題もアー
ミテージの報告書で提案されている。それに沿ってア
メリカに追従していくということは、原発は止めない、
TPPではISD（注）条項のため地元業者を優先できなくな
る、という道を進んでいくという事だ。そんな道を進
み住民を守ることはできない。

【太田正治議員】
　国の番号法では、個人番号を含む特定個人情報等に
ついては、より厳格な保護措置を講ずることとしており、
村でも必要な措置を講ずることが求められている。
マイナンバー制度は、公平・公正な社会の実現、国民
の利便性の向上、行政の効率化などを目的に導入され
るもので、村の条例制定がなければ番号法に関係する
特定個人情報の取り扱いができず、多くの業務が停滞
し住民の福祉に多大な影響が出ることが予想される。
よって制定に賛成する。
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（注）ISD条項：ある国の政府が外国企業、外国資本に対してのみ不当な差別を行った場合、当該企業がその差別によって受けた損害について相手国政府に対し賠償を求め
る際の手続き方法について定めた条約
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